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  決算取締役会開催日  平成１８年１０月３０日 
  米国会計基準採用の有無   無 
 
  １．１８年９月中間期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 
  （１）連結経営成績                    （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 

 
１８年９月中間期 
１７年９月中間期 

     百万円 
２４９，０８４ 
２３５，１４０ 

％
 ５．９ 
１３．５ 

百万円
１６，７３１
１６，１９１

％
３．３ 

４９．３ 

百万円
１７，４７８ 
１７，２９７ 

％
１．０ 

５３．９ 

１８年３月期 ４８０，７０３  ３７，５４２  ３９，３６６  
 

 
中間(当期)純利益 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 
１８年９月中間期 
１７年９月中間期 

百万円 
 １０，１２２ 
  ９，６２６ 

     ％
５．２ 

７０．７ 

円
２３
２２

銭
３２ 
１８ 

円
 
 

銭
 
 

１８年３月期  ２１，１９６  ４８ １９   

  （注）①持分法投資損益 18年9月中間期 1,293百万円 17年9月中間期 1,092百万円 18年3月期 2,330百万円 
     ②期中平均株式数（連結）18年9月中間期 433,973,985株 17年9月中間期 434,084,036株 18年3月期 434,054,414株 
     ③会計処理の方法の変更    有 
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
  （２）連結財政状態 

 
総  資  産 純  資  産 自己資本比率 

１ 株 当 た り 
純  資  産 

 
１８年９月中間期 
１７年９月中間期 

百万円 
４９３，８５１ 
４５８，０５４ 

百万円
１９６，４９０ 
１５５，９３８ 

％ 
３６．３ 
３４．０ 

円  銭
４１３  ０８ 
３５９  ２５ 

１８年３月期 ４７６，８１６ １７２，６４７ ３６．２ ３９７  １７ 

  （注）期末発行済株式数（連結）18年9月中間期433,956,256株 17年9月中間期434,061,653株 18年3月期433,994,171株 
  （３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
１８年９月中間期 
１７年９月中間期 

百万円 
７，２３０ 
２，８２０ 

百万円
△ １６，３４１ 
△  ８，７６９ 

百万円 
７，８９４ 
３，９４９ 

百万円
１２，８７８ 
１４，２６５ 

１８年３月期 ２２，０８１ △ １３，５７９ △ １０，６５２ １４，１０４ 

  （４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
    連結子会社数 ３２社    持分法適用非連結子会社数 － 社    持分法適用関連会社数 ８社 
  （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
    連結（新規）  １ 社    （除外）  － 社    持分法（新規）  － 社   （除外）  － 社 
 
  ２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

 
売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 
通   期 

百万円
５１３，０００ 

百万円
３４，６００ 

百万円
２０，３００ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ４６円７８銭 
   上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変化によ 
   っては異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料 
   ７ページをご参照下さい。 
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１．企業集団の状況 
 
       当社グループは、特殊鋼鋼材をベースとした幅広い事業展開を行っております。 
       下記に連結４０社のセグメント別関係図を示します。（２００６年９月末現在） 
 

                             顧           客 
 
  [事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ]                 [国  内]                [海  外] 
   

(*1)大同興業㈱   大同ｱﾐｽﾀｰ㈱ 
下村特殊精工㈱   大同ｽﾃﾝﾚｽ㈱ 
大同ﾏﾃｯｸｽ㈱     大同資材ｻｰﾋﾞｽ㈱ 
(*2)大同ｴｺﾒｯﾄ㈱   大同ﾃｸﾆｶ㈱ 
(*3)日本精線㈱   (*3)東北特殊鋼㈱ 
(*3)理研製鋼㈱   (*3)王子製鉄㈱ 
(*3)丸太運輸㈱   (*3)桜井興産㈱   
(*3)泉電気工業㈱  (*3)川一産業㈱   

DAIDO PDM(THAILAND) CO.,LTD. 
天文大同特殊鋼股份有限公司 
DAIDO AMISTAR(M) SDN.BHD. 
DAIDO AMISTAR(S) PTE LTD 
 
 
 

 

             
㈱ﾀﾞｲﾄﾞｰ電子 
大同ｽﾍﾟｼｬﾙﾒﾀﾙ㈱ 
 
 
 
 
 

Daido Electronics(Thailand)Co.,Ltd. 

            
㈱大同ｷｬｽﾃｨﾝｸﾞｽ  ﾌｼﾞｵｰｾﾞｯｸｽ㈱    
日本鍛工㈱    東洋産業㈱ 
大同ｽﾀｰﾃｸﾉ㈱   日星精工㈱     
大同精密工業㈱ 
 
 
 

OHIO STAR FORGE CO. 

            
㈱大同機械製作所 
大同環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 
大同ﾌﾟﾗﾝﾄ工業㈱ 
 
 
 

 
 
 

― 

          
 
 

― 
 
 

 
 

― 

          
㈱大同ﾗｲﾌｻｰﾋﾞｽ 
木曽駒高原観光開発㈱ 
㈱大同分析ﾘｻｰﾁ 
㈱ｽﾀｰｲﾝﾌｫﾃｯｸ 
㈱ﾗｲﾌｻﾎﾟｰﾄ 

Daido Steel(America)Inc. 
 
 

 

  
⇒ 製品・ｻｰﾋﾞｽの販売 
→ 製品･原材料･部品・ｻｰﾋﾞｽの供給 

                （注）*1：大同興業㈱は全事業セグメントに属しています。 
*2：大同原料サービス㈱は06.4.15付けで大同ｴｺﾒｯﾄ㈱に社名変更いたしました。 

                    *3：持分法適用会社      
                                     
       なお、上記のうち国内の証券市場に上場している会社と公開市場は以下のとおりであります。 
          フジオーゼックス（株）････東京証券取引所  
          日本精線（株）････････････東京･大阪証券取引所 
          東北特殊鋼（株）･･････････ジャスダック証券取引所 

 電 
 子 
 ・ 
 磁 
 性材 
  料 

 自産 
 動業 
 車機 
 部械 
 品部 
 ・品 

 エ 
 ン 
 ジリ 
 ニン 
 アグ 

流  
通サ 
・｜ 
ビ 
ス 

 

 

大 

 

同 

 

特 

 

殊 

 

鋼 

 

株 

 

式 

 

会 

 

社 

 連結子会社   ３２社 
 持分法適用会社  ８社 
 非連結会社   ３２社 

 
特 
殊 
鋼 
鋼 
材 

 新 

 素 

 材 
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２．経営方針 
 
 
（１）経営の基本方針 
当社グループは、特殊鋼をベースにした高い技術力を背景に「２１世紀社会に貢献する創造的、個性的な企業集

団」を目指すことを基本理念とし、製品の競争力を強化し、高収益体質を定着させ企業価値を高めることによって

株主、取引先、従業員および社会の信頼と期待に応えられる『前進する企業集団』を目指しております。 

 
 

（２）利益配分に関する基本方針 
当社グループは、利益配分につきましては、安定した利益還元の継続を基本としておりますが、連結業績および

配当性向等も総合的に勘案し、株主の皆様のご期待にお応えしていきたいと考えております。０８年度を最終年度

とする中期経営計画（以下０８年度中期経営計画）においては、連結配当性向15～20％、単独配当性向20～30％を

目標としております。また、内部留保資金の使途につきましては、有利子負債を削減し財務体質改善を図るととも

に、企業価値の継続的な向上のための研究開発や設備投資などに活用することを基本としております。 

なお、会社法施行後における配当支払いについては、特段の変更を予定しておりません。 

 
 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
 当社は、投資単位の引下げを株式の流動性向上の重要な課題であると認識しており、株主構成・株価推移・流

動性・投資単位引下げに伴う費用ならびに効果を総合的に検討し、慎重に対処していきたいと考えております。 
 
 

（４）目標とする経営指標 
当社グループでは、０８年度中期経営計画の中で、０８年度売上高5,300億円、経常利益540億円、ＲＯＡ10％

超、有利子負債残高1,250 億円を経営指標といたしました。これらの数値を目標として、収益率の向上および財務

体質の改善を図り、株主、投資家の皆様の期待に応えられるよう経営努力を重ねてまいります。 

 
 

（５）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 
０５年度を最終年度とする中期経営計画期間においては、量から質への転換による事業の再構築を進めることに

より、当社グループの中核を成す特殊鋼事業の収益基盤は、大きな改善を見ました。０８年度中期経営計画（06/4

～09/3）においては、業界を取り巻く大きな経営環境の変化のなか、高い技術力をもったグローバルサプライヤー

としての地位を磐石なものとするため、「『量の質化』と『質の拡大』」を基本方針といたしました。この中期経

営計画の中では、以下の点を重点課題として掲げ、安定収益基盤の拡充と成長事業・成長商品の深耕を図ってまい

ります。 
 

①特殊鋼事業の深化 

旺盛な自動車関連需要に対応するため、各種合理化投資の効果を発現させ、生産性の向上および最大生産

能力の拡大を図るとともに、徹底したコスト削減を目指してまいります。また、原材料環境変化およびユー

ザーのグローバル化に対応するため、複眼的な提携・協業を推進してまいります。さらに、高付加価値製品

の生産技術・生産体制を革新し、リードタイム短縮により高度化するユーザーニーズに対応してまいります。 

 

②戦略事業、「Ｎｏ．１商品」への積極的な経営資源投入 

成長分野を伸ばすために、戦略事業および「Ｎｏ．１商品」への投資を積極的に行います。具体的には、 

航空機・船舶・自動車向け等の鍛造品、チタン・粉末製品等の高機能材料、磁材、ターボチャージャー関連 

部品等です。「Ｎｏ．１商品」については、グループ総合力を強化し、０８年度売上高2,000億円(０５年度 

対比約23％増収)を目標にしてまいります。 

 

③研究開発、事業化の加速 

攻めのＲ＆Ｄに向けて研究開発費を50％アップし、研究開発体制を刷新いたします。エレクトロニクス関

連部材、環境・省エネ技術、自動車関連部材に重点を置き、グループ内の共同研究開発体制を強化し、組織

横断的な技術開発・商品化を図ります。シーズ開発については、10年先を見据えた「ネクスト１０研究室」

を核として、長期的視野にたって検討を進めてまいります。 
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④連結経営の強化によるグループ企業価値の向上 

戦略子会社の育成、強化を進める一方で、低採算事業については、さらに事業再構築あるいは撤退を進め

ます。また、垂直分業の役割を果たすグループ会社については、一体運営体制を強化し、グループトータル

でのコストダウンを推進いたします。また、生産性大幅アップを目指した活動と省人投資を行ってまいります。 

 

⑤マネージメント体制の強化 

０４年より実施している「モノづくり改革、ヒトづくり革新」活動によりさらなる生産性向上を図ります。 

また、部門、連結子会社の枠を超えた横断的業務革新を推進し、内部統制の強化を図ります。 

 さらに、あらゆるステークホルダーに対して企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすことのできる体制を構

築していきます。天災に対するリスク管理強化、企業倫理の徹底、地球環境対応を積極的に推進し、市場あ

るいは社会からより信頼されるよう努めてまいります。                             

     

 

（６）親会社等に関する事項 
当社には親会社等はありません。 



 4

３．経営成績及び財政状態 
 

（１）経営成績 
当中間期の日本経済は、穏やかに拡大を続けました。企業収益の改善、設備投資の拡大といった企業部門の好調

さが家計部門にも波及しつつあり、内需の増加が続きました。また、輸出についても堅調に推移しました。 

自動車産業は海外を中心に前年同期比販売台数が増加しました。それに伴い当社グループでも自動車関連事業を 

中心に堅調に推移しました。また、その他の分野につきましても民間設備投資の増加傾向を受け、高水準の生産が 

継続いたしました。 

一方、コスト面では、ニッケルなどの各種金属の高騰が続きましたが、コストダウンや販売価格改善、高収益品

の拡販などその対応に努めました。その結果、当社グループの売上高は2,490 億84百万円、前年同期比139億44

百万円の増加、また、経常利益は174億78百万円、前年同期比1億80百万円の微増となりました。また、特別損

益につきましては固定資産売却益等を計上し、当期純利益は101億22百万円となりました。 

なお、中間配当金につきましては、１株につき４円とさせていただきます。 

 

セグメント（部門）別の状況は、次のとおりであります。 

 

特殊鋼鋼材 

当社グループの特殊鋼鋼材の主要需要先である自動車の国内販売は前年同期比減少するも、北米・アジア地域

等での販売増加によるＫＤセットの輸出の大幅な伸張により、生産台数は前年同期比 5％の増加となりました。

その他の需要分野につきましても、民間設備投資の増加により好調を維持し、産業機械分野を中心に、特殊鋼鋼

材の需要環境は好調な状況が続きました。 

こうした環境下、自動車関連の売上数量は概ね順調であったものの、東南アジアでの工具鋼の在庫調整、輸出

を中心とした磨棒鋼の受注減少を受け、売上数量では、前年同期比4.2％の減少となりました。 

一方、原材料は厳しい環境が続き、特にニッケルの高騰はステンレス鋼製品を中心にコストアップとなり、受 

注内容の見直し、販売価格改善、エキストラの拡大などの活動をさらに推し進めました。 

その結果、当期の特殊鋼鋼材の売上高は1,370億40百万円、前年同期比4.0％の増加となりました。 

 

電子・磁性材料 

帯鋼製品は、電子部品の需要増加を受け回復基調となりました。。磁石材料事業は家電向けのネオジムボンド

磁石は伸び悩みましたが、ＦＡサーボモーター用磁石が好調に推移しました。また、薄膜・電子材料は、光学薄

膜用向けが大幅に増加しました。 

その結果、当期の電子・磁性材料の売上高は295億5百万円、前年同期比16.6％の増加となりました。 

 

自動車部品・産業機械部品 
自動車部品関連では、熱間精密鍛造品が在庫調整等により前年同期比数量が減少したものの、販売価格改善を

進めたことにより売上高は増加しました。精密鋳造品については、欧州向けを中心にターボチャージャーの需要

が増加し堅調に推移しました。 

産業機械部品関連は、重電、産業機械、航空機、造船関連の旺盛な需要を受け、引き続き堅調に推移いたしま

した。また、高付加価値製品の拡大とコストダウンに注力いたしました。 

その結果、当期の自動車部品・産業機械部品の売上高は522億44百万円、前年同期比0.8％の増加となりまし

た。 

なお、05年10月１日において、特殊発條興業（株）を連結除外したことにより、売上高が34億59百万円減少 

しております。 

 

エンジニアリング 

環境設備製品につきましては、官需の冷え込みにより低迷しました。工業炉製品につきましては、自動車関連

を中心とした堅調な民間設備投資に牽引され、多品種・小ロットに適した熱処理炉であるＳＴＣ炉や真空焼結炉

等の熱処理炉製品が好調に推移いたしました。 

その結果、当期のエンジニアリングの売上高は177 億 14 百万円、前年同期比24.6％の大幅な増加となりまし

た。 

 

新素材 
チタン製品は、医療用途や、プラント用途の需要は引き続き旺盛でした。また、原材料高騰に対しては販売価

格改善を行いました。 

粉末製品は、自動車部品用の高機能素材を中心に好調に推移いたしました。また、需要増加に対応して溶解能
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力の増強を図っております。 

その結果、当期の新素材の売上高は57億48百万円、前年同期比18.2％の増加となりました。 

 

流通・サ－ビス 
全般として基調の変化はありませんが、子会社の建材部門で輸入材との競合激化により売上が減少し前年同期

比マイナスとなりました。 

その結果、当期の流通・サービスの売上高は、68億31百万円、前年同期比3.9％の減少となりました。 

 

 

（２）財政状態 

   当中間期の現金及び現金同等物は、前期末比12億25百万円減少し、128億78百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

堅調な受注環境と販売価格改善などの経営努力により税金等調整前中間純利益は増加しましたが、１年分の法人税を

一括納付したことなどにより、営業活動による収入は72億30百万円にとどまりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

設備投資の拡大に伴う有形固定資産の取得増加および投資有価証券の取得増加により、投資活動による支出は163億

41百万円となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

フリー・キャッシュ・フローの不足91億10百万円を借入金の増加および現金及び現金同等物の圧縮で充当した結果、

財務活動による収入は78億94百万円となりました。 

      

  

 なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 

 平成17年3月期 平成17年9月

中間期 

平成18年3月期 平成18年9月

中間期 

自 己 資 本 比 率（％） 33.1 34.0 36.2 36.3 

時価ベースの自己資本比率（％） 40.8 69.2   108.8   75.8 

債 務 償 還 年 数（年）  6.8 29.3  6.9     11.3 

インタレスト･カバレッジ･レシオ（倍） 11.7  3.3 12.9      8.8 

  (注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

     債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

     ・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

     ・株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式総数（自己株式控除後）

により算出しております。 

     ・営業キャッシュ・フローは、中間連結(連結)キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は中間連結(連結)貸借対照表に計上されている負債のうち利

子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、中間連結(連結)キャ

ッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

     ・債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。 
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（３）事業等のリスク 

 

文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間末（平成18年9月30日）現在において当社グループが

判断したものであります。 

 

①事業環境の動向による経営成績への影響 

当社グループは、特殊鋼鋼材、電子・磁性材料、自動車部品・産業機械部品、エンジニアリング、新素材、

流通・サービスの６セグメントの事業を行っております。したがいまして、当社グループの業績は国内外の

景気、公共投資、民間設備投資、個人消費、市況、為替等の動向に影響を受けます。 

当社グループの主要需要業界は自動車関連産業であり、ユーザーとの厚い信頼関係を基盤に高いシェアを 

維持しております。このため、種々の事業環境の中でも、国内外における自動車メーカーの生産動向、およ 

び当社グループの価格交渉力が経営成績に影響を与える可能性があります。 
 

②原材料価格の変動 

当社グループ製品の主要原材料は、鉄スクラップやニッケル等合金鉄です。また、生産活動の過程におい

て電力、重油などのエネルギーを消費します。近年の中国における鉄鋼生産量・消費量の急増は、これら原

材料価格の上昇要因となっています。したがいまして、原材料の需要変動による価格変動が当社グループの

経営成績に影響を与える可能性があります。 
 

③金利変動 

当社グループは設備資金、運転資金の一部を金融機関等からの借入金等で調達しております。近年の市場

金利は低位で推移しておりますが、景気動向によっては金利情勢の変化も予想され、当社グループの経営成

績に影響を与える可能性があります。 

 

④保有有価証券の価値変動 

当社グループが保有している投資有価証券の価値が、投資先の業績不振、証券市場における市況の悪化等で

変動した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、退職給付信託資産を構成する有価証券の価格変動が業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑤為替レートの変動 

当社グループは、製品等の輸出および原材料等の輸入において外貨建取引を行っており、また、外貨建の債

権、債務を保有しております。そのため、為替レートの変動が業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑥自然災害 

当社知多工場を始めとする当社グループの製造拠点の多くは、愛知県内に立地しております。耐震性の強

化など防災対策は進めておりますが、懸念されている「東海地震」「東南海地震」が発生しますと、当社グ

ループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

 

⑦設備事故・労働災害 

当社グループの電気炉や圧延・鍛造機を始めとする特殊鋼関連主要設備は、高温・高圧下で操業を行って

おり、また化学薬品による加工処理も行っております。これらを原因とする事故の防止対策には万全を期し

て操業しておりますが、万一重大な設備事故や労働災害が発生した場合には、当社グループの生産活動に支

障をきたし、業績に影響を与える可能性があります。 
 

⑧海外事業展開 

当社グループでは、米国を始め、中国、アジア地域などへ製品輸出および事業展開を行っています。した

がいまして海外における政治経済状況の混乱、法令、規制等などの予期せぬ変更、その他の社会的混乱等に

起因する事業活動への弊害が発生することもありえます。その場合、海外における事業活動に支障をきたし、

業績に影響を与える可能性があります。 
 

⑨環境規制 

当社グループでは、その生産活動の過程において多くのエネルギーを消費するとともに、廃棄物、副産物

等が発生します。これらの消費や排出についての諸規制は、近年ますます厳しくなる傾向にありますが、当

社グループは国内外の法規制を遵守し、社会貢献も含めた環境配慮の経営に取り組んでおります。しかし、

今後環境に関するさらなる規制強化や、社会が求める環境水準の高まりなどに対応するために、これらに関

わる制約や費用が、業績に影響を与える可能性があります。 
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⑩製造物責任 

当社グループの製品には、自動車、航空機、船舶などの分野で重要な部品の素材となるものが存在します。

製品の製造にあたっては、品質安定化の追求と、厳格な検査・保証管理体制を構築するとともに、損害保険

加入等の対策をとっています。しかし、予期せぬ事情により品質不適合品が市場に流出した場合には、製品

の返品、交換、損害賠償請求等による費用が発生し、業績に影響を与える可能性があります。 

 

 

（４）今後の見通し 
今後の日本経済は、踊り場局面を迎える懸念があるものの、全体としては底堅く推移するものと思われます。世

界経済は、米国経済が住宅市場の悪化などにより減速するのに伴い、拡大テンポを緩めるとみられます。また、ア

ジアを中心としたＩＴ・デジタル分野において、在庫の伸びに顕著な高まりが見られ在庫調整の局面を迎える懸念

があります。原油価格については、地政学的リスクに伴うさらなる高騰の懸念もあります。こうした環境のなか、

日本経済は外需の減少を受けて、設備投資もいったん鈍化し、減速局面を迎える可能性があります。しかしながら、

雇用所得環境は大きく崩れることはなく、個人消費は堅調さを保ち、景気は底堅く推移するものと思われます。自

動車産業に関しては、国内需要は低水準で推移するものと予想されますが、輸出、ＫＤ生産に牽引され生産は増加

基調を維持するものと思われます。 

したがいまして、当社を取り巻く需要環境は概ね良好に推移するものと思われますが、ニッケルを中心とした原

材料の高騰が急激であり、０６年度通期の利益レベルでは、当初の予想を下回る見込みです。今後、原材料価格上

昇分につきましては、ユーザーのご理解を得ながら販売価格に反映させる活動に注力するとともにコスト低減活動

を徹底してまいります。特に、生産性30％向上を目標にしたＤＭＫ（大同モノづくり改革）活動については、その

効果を発揮しつつあります。 

さらに、当社グループのより一層の発展のため、「Ｎｏ．１商品」を軸とした戦略商品群に対する強化を着実に

推進し、収益構造の改善に努めてまいります。現在は、高合金鋼、工具鋼等の高級特殊鋼や、ジェットエンジン用

シャフト等の強化のための特殊溶解設備、加工設備を渋川工場で、自動車部品のギア向けに高速精密鍛造機を知多

型鍛造工場で増強中です。チタン、粉末などの高機能製品については高収益体制の構築を着実に進めております。

海外では、中国・広州で、金型に使用する工具鋼の熱処理・切断などの加工を開始し、タイではＨＤＤ向けネオジ

ムボンド磁石の生産を増強中です。 

また、０６年３月に日立金属（株）と包括的業務提携を結び、現在両社間で帯鋼、特殊溶解、鍛造等各分野での

相互余力設備の活用、あるいは共同購買など高級特殊鋼分野を中心として、具体的内容の検討を進めております。 

環境対応等の面から、自動車の軽量化、有害物質の削減等、当社グループに期待される技術水準は、ますます高

くなっており、今後とも、各種最先端の技術を活用し積極的な技術開発を行い、高い技術力を持ったグローバルサ

プライヤーとして、社会に貢献する特徴ある商品の開発・提供に努めてまいります。 

なお、当期の配当につきましては、中間期１株につき４円、期末４円（通期８円）を予定しております。 

                                                         

（百万円） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

平成１８年３月期    ４８０，７０３ ３９，３６６ ２１，１９６ 

平成１９年３月期見通し ５１３，０００ ３４，６００ ２０，３００ 

 （注）1. 業績見通しにつきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。 

今後発生する状況の変化によっては異なる業績結果となることも予想されますので、 

投資等の判断材料として全面的に依拠されることは差し控えください。 

           2. 業績見通しの前提とする０６年度下期の主要な価格指標は次のとおりであります。 

             ・為替レート                115円／＄ 

             ・鉄スクラップ[中部地区Ｈ２建値]    24,000円／ｔ 

             ・ニッケル  [ＬＭＥ市況]        13.75＄／ｌｂ 

             ・モリブデン [メタルズウィーク誌市況]   27.5＄／ｌｂ 
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４．中間連結財務諸表等 
 

 

（１）セグメント別売上高 
                                      （単位：金額 百万円、増減率 ％） 

 

当中間連結会計期間 

自平成18年4月 1日 

至平成18年9月30日 

 

前中間連結会計期間 

自平成17年4月 1日

至平成17年9月30日

 

 

増   減 

 

前連結会計年度 

自平成17年4月 1日

至平成18年3月31日

 

期 別 

 

 

 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ別 金   額 金   額 金  額 率 金   額 

特 殊 鋼 鋼 材 137,040 131,812 5,228 4.0 265,628 

電子・磁性材料 29,505 25,314 4,191 16.6 51,696 

自動車部品・ 

産業機械部品 
52,244 51,822 421 0.8 104,091 

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 17,714 14,221 3,492 24.6 33,892 

新  素  材 5,748 4,861 886 18.2 11,499 

流通・ｻｰﾋﾞｽ 6,831 7,107 △  276 △3.9 13,895 

計 249,084 235,140 13,944 5.9 480,703 
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   （２）中間連結損益計算書 
                                                （単位：百万円） 

 

科        目 

 

当中間連結会計期間

自平成18年4月 1日

至平成18年9月30日

前中間連結会計期間

自平成17年4月 1日

至平成17年9月30日

 

増   減 

前連結会計年度 

自平成17年4月 1日

至平成18年3月31日

売 上 高 

売 上 原 価 

  売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受取利息及び配当金 

持分法による投資利益 

そ の 他 

計 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

そ の 他 

計 

２４９，０８４

２０６，６６３

４２，４２１

２５，６８９

１６，７３１

６８０

１，２９３

６８９

２，６６３

８１９

１，０９７

１，９１６

２３５，１４０

１９４，７１２

４０，４２７

２４，２３６

１６，１９１

６０７

１，０９２

１，０００

２，６９９

８５９

７３３

１，５９３

１３，９４４ 

１１，９５０ 

１，９９３ 

１，４５２ 

５４０ 

 

７２ 

２０１ 

△   ３１０ 

△    ３６ 

 

△    ３９ 

３６３ 

３２３ 

４８０，７０３ 

３９４，２１３ 

８６，４９０ 

４８，９４７ 

３７，５４２ 

 

１，０４８ 

２，３３０ 

１，６２７ 

５，００６ 

 

１，６９６ 

１，４８６ 

３，１８２ 

経 常 利 益 １７，４７８ １７，２９７ １８０ ３９，３６６ 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 

投資有価証券売却益 

補 助 金 収 入 

ゴルフ会員権売却益 

そ の 他 

        計 

特 別 損 失 

投資有価証券評価損 

減 損 損 失 

特 別 退 職 金 

そ の 他 

計 

１０５

８５

―

―

―

―

１９１

２

０

―

０

３

５

２５

１９

１６

１３

８

８９

―

７８８

６０７

１１５

１，５１１

 

１００ 

５９ 

△    １９ 

△    １６ 

△    １３ 

△     ８ 

１０２ 

 

２ 

△   ７８８ 

△   ６０７ 

△   １１４ 

△ １，５０８ 

 

２４ 

１００ 

１，６５６ 

― 

― 

１８８ 

１，９７０ 

 

５０ 

８１２ 

１，３６８ 

６７１ 

２，９０３ 

税金等調整前中間(当期)純利益 １７，６６５ １５，８７５ １，７９０ ３８，４３３ 

法人税、住民税及び事業税 ５，３４６ ４，２２２ １，１２３ １５，２６９ 

法 人 税 等 調 整 額 １，００９ ９７０ ３８ △    ３１７ 

少 数 株 主 利 益 １，１８７ １，０５５ １３１ ２，２８５ 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １０，１２２ ９，６２６ ４９６ ２１，１９６ 
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 （３）中間連結貸借対照表 

                                                （単位：百万円） 

科      目 
当中間連結会計期間末

(平成18年9月30日現在)

前連結会計年度末 

(平成18年3月31日現在)
増   減 

前中間連結会計期間末

(平成17年9月30日現在)

（資 産 の 部） 

 流 動 資 産 

   現 金 及 び 預 金 

   受取手形及び売掛金 

   棚  卸  資  産 

   繰 延 税 金 資 産 

   そ    の    他 

   貸 倒 引 当 金  

 

 固 定 資 産 

  有形固定資産 

   建 物 及 び 構 築 物 

   機械装置及び運搬具 

   土        地 

   建 設 仮 勘 定 

   そ    の    他 

  無形固定資産 

  投資その他の資産 

   投 資 有 価 証 券 

   長 期 貸 付 金 

   繰 延 税 金 資 産 

   そ    の    他 

  貸 倒 引 当 金  

 

[ ４９３，８５１]

２４４，４０２

１３，６９７

１２３，２４０

９８，０８８

５，３７９

４，９１１

△     ９１６

２４９，４４９

( １５７，１３９)

４７，９９５

７０，００８

３０，２０３

５，４８７

３，４４４

(     ９２８)

(  ９１，３８０)

７５，９７９

４３９

１，２４５

１４，３３０

△    ６１４

[ ４７６，８１６]

 ２３７，１４１

 １４，８２３

１２０，７５２

９２，３１６

５，６９７

４，５２３

△     ９７１

 

 ２３９，６７４

(  １５３，２０９)

４７，０５７

６８，０６６

３０，０４３

４，９１４

３，１２６

(     ９０８)

(  ８５，５５６)

７２，２２１

２８３

１，１８４

１２，５１１

△     ６４５

 

[１７，０３４] 

  ７，２６０ 

△ １，１２５ 

２，４８８ 

５，７７１ 

△   ３１７ 

３８７ 

５５ 

 

  ９，７７４ 

( ３，９２９) 

９３７ 

１，９４１ 

１６０ 

５７２ 

３１７ 

(    ２０) 

( ５，８２４) 

３，７５７ 

１５６ 

６０ 

１，８１８ 

３１ 

[ ４５８，０５４]

２２９，４００

１４，９８３

１１７，９３７

８８，８２２

４，６０９

４，０７８

△   １，０２９

２２８，６５４

( １５２，０４３)

４６，９５３

６６，７４６

３０，２２１

５，１０２

３，０１８

(     ８０７)

(  ７５，８０２)

６３，１５３

３９３

１，０９３

１１，９１５

△    ７５２

資 産 合 計 ４９３，８５１  ４７６，８１６ １７，０３４ ４５８，０５４
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                                                （単位：百万円） 

科      目 
当中間連結会計期間末

(平成18年9月30日現在)

前連結会計年度末 

(平成18年3月31日現在)
増   減 

前中間連結会計期間末

(平成17年9月30日現在)

（負 債 の 部） 

 流 動 負 債 

   支払手形及び買掛金 

   短 期 借 入 金 

   一年内償還予定社債 

   未 払 法 人 税 等 

   賞 与 引 当 金 

   そ    の    他 

 固 定 負 債 

   社        債 

   長 期 借 入 金 

   繰 延 税 金 負 債 

   再評価に係る繰延税金負債 

   退 職 給 付 引 当 金 

   負 の の れ ん 

   そ    の    他 

（純 資 産 の 部） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

土地再評価差額金 

為替換算調整勘定 

少数株主持分 

[ ２９７，３６０]

１９３，８７７

８２，４３０

７４，０９１

―

５，３１２

７，５５７

２４，４８６

１０３，４８３

２０，７００

５９，９６０

１１，９４８

１，６９４

４，２３６

４５

４，８９７

[ １９６，４９０]

１６０，２７１

３７，１７２

２８，５５１

９４，７６７

△   ２１９

  １８，９８５

１７，３９７

１

１，３５６

２２９

 １７，２３３

[ ２８７，６４８]

１９１，３８４

７７，２７８

７２，２１６

―

１２，５７８

７，０６３

２２，２４８

 ９６，２６４

２０，７００

５２，４７０

１２，０４２

１，６９４

４，３１２

５９

４，９８５

[       ―]

      ―

―

―

―

―

      ―

―

―

―

―

      ―

[ ９，７１２] 

  ２，４９３ 

５，１５２ 

１，８７５ 

― 

△ ７，２６６ 

４９３ 

２，２３７ 

  ７，２１８ 

― 

７，４９０ 

△    ９３ 

― 

△    ７５ 

△    １４ 

△    ８７ 

[    ―] 

     ― 

― 

― 

― 

― 

     ― 

― 

― 

― 

― 

     ― 

[ ２８７，３９３]

１８４，０６２

７９，０９２

６９，６４１

３，８５０

４，１７６

６，０７４

２１，２２６

１０３，３３１

２０，０００

６１，７４０

１０，４２２

１，６９４

４，５２５

８１

４，８６６

[       ―]

      ―

―

―

―

―

        ―

―

―

―

―

        ―

負債純資産合計 ４９３，８５１   ― ― ―

（少数株主持分） 

少数株主持分 

（資 本 の 部） 

 資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

土地再評価差額金 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

自 己 株 式 

[       ―]

       ―

[       ―]

       ―

       ―

       ―

       ―

       ―

       ―

       ―

[  １６，５２０]

 １６，５２０

[ １７２，６４７]

 ３７，１７２

 ２８，５４８

 ８７，０４７

  １，３５６

 １８，５４８

    １５２

△   １７８

[    ―] 

     ― 

[    ―] 

     ― 

     ― 

     ― 

     ― 

     ― 

     ― 

     ― 

[  １４，７２２]

 １４，７２２

[ １５５，９３８]

 ３７，１７２

 ２８，５４４

 ７６，７７５

  １，３５６

 １２，４３９

△   ２４４

△   １０５

負債、少数株主持分及び資本合計 ―   ４７６，８１６ ― ４５８，０５４
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   （４）中間連結剰余金計算書 
                                                （単位：百万円） 

 

科        目 

 

前中間連結会計期間 

自平成17年4月 1日 

至平成17年9月30日 

前連結会計年度 

自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日 

（資本剰余金の部） 
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 
資 本 剰 余 金 増 加 高 

自 己 株 式 処 分 差 益 

２８，５４１
３
３

２８，５４１
７
７

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高 ２８，５４４ ２８，５４８

（利益剰余金の部） 
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ６８，６３８ ６８，６３８
利 益 剰 余 金 増 加 高 

中間（当期）純利益 
連結子会社と非連結子会社の 
合 併 に 伴 う 増 加 高 

９，６２６
９，６２６

―

２１，２０１
２１，１９６

５
利 益 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 
役 員 賞 与 

１，４８９
１，３０２

１８７

 ２，７９２
２，６０５

１８７

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高 ７６，７７５ ８７，０４７
 
 

（５）中間連結株主資本等変動計算書 
 
    当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）               （単位：百万円） 

 株 主 資 本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年３月 31 日残高 37,172 28,548 87,047 △    178 152,589

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当 △   2,170  △   2,170

役員賞与 △    232  △    232

中間純利益 10,122  10,122

自己株式の取得 △     45 △     45

自己株式の処分 3 4 8

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 

 

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
― 3 7,719 △     40 7,682

平成 18 年９月 30 日残高 37,172 28,551 94,767 △    219 160,271

 

 評価・換算差額等   

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主 

持分 
純資産合計 

平成 18 年３月 31 日残高 18,548 ― 1,356 152 20,057 16,520 189,167

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当   △ 2,170

役員賞与   △  232

中間純利益   10,122

自己株式の取得   △   45

自己株式の処分   8

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 

 

△ 1,151 1 ― 77

 

△ 1,072 712 △  359

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
△ 1,151 1 ― 77 △ 1,072 712 7,322

平成 18 年９月 30 日残高 17,397 1 1,356 229 18,985 17,233 196,490
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   （６）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
                           
                                               （単位：百万円） 

 
 

科         目 

当中間連結会計期間

自平成18年4月 1日

至平成18年9月30日

前中間連結会計期間 

自平成17年4月 1日 

至平成17年9月30日 

前連結会計年度 

自平成17年4月 1日

至平成18年3月31日

[営業活動によるキャッシュ・フロー]    
 税金等調整前中間(当期)純利益

減 価 償 却 費
減 損 損 失
貸倒引当金の増減額(減少:△)
賞与引当金の増減額(減少:△)
退職給付引当金の増減額(減少:△)
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
支 払 利 息
為 替 差 損 益 ( 差 益 : △ )
負 の の れ ん 償 却 額
持分法による投資損益(利益:△)
投資有価証券等売却損益(売却益:△)
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損
有形固定資産売却損益(売却益:△)
有 形 固 定 資 産 除 却 損
売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 : △ )
棚 卸 資 産 の 増 減 額 ( 増 加 : △ )
仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 : △ )
そ の 他 の 増 減 額

17,665 
8,017 

0 
△    86 

493 
△    75 
△    680 

819 
56 

△     14 
△   1,293 

0 
2 

△     99 
490 

△   2,470 
△   5,774 

5,161 
△   2,565 

15,875 
7,880 
788 
148 
361 
46 

△    607 
859 

△    83 
△     22 
△   1,092 
△     31 

39 
△     14 

589 
△   5,516 
△   9,895 

396 
△   2,943 

38,433 
16,151 

812 
△      9 

1,456 
82 

△   1,048 
1,696 

34 
△     44 
△   2,330 
△   1,662 

111 
16 

1,156 
△  10,106 
△  14,040 
△    505 
△   1,111 

       小        計 19,648 6,778 29,092 
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額
法 人 税 等 の 支 払 額

918 
△     821 
△   12,514 

715 
△     861 
△   3,812 

1,174 
△   1,706 
△   6,479 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  7,230 2,820 22,081 
[投資活動によるキャッシュ・フロー]    
 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入
有形固定資産の取得による支出
有形固定資産の売却による収入
投資有価証券の取得による支出
投資有価証券の売却による収入
貸 付 け に よ る 支 出
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入
その他の収入又は支出(支出：△)

△    700 
600 

△  11,351 
209 

△   4,930 
0 

△     286 
87 
29 

△    357 
226 

△   8,099 
152 

△    543 
135 

△     162 
106 

△    228 

△    357 
246 

△  18,143 
267 

△     731 
663 

△     200 
195 

4,480 

投資活動によるキャッシュ・フロー △   16,341 △   8,769 △  13,579 
[財務活動によるキャッシュ・フロー]    
 短期借入金の純増減額(減少：△)

コマーシャルペーパーの純増減額（減少：△）
長 期 借 入 れ に よ る 収 入
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出
配 当 金 の 支 払 額
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額
その他の収入又は支出(支出：△)

549 
1,000 
11,400 

△   2,548 
△   2,161 
△    307 
△     37 

8,254 
－ 

2,400 
△   5,162 
△   1,297 
△    222 
△     21 

4,500 
△   3,000 

4,400 
△  10,173 
△   2,597 
△    538 
△   3,242 

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,894 3,949 △  10,652 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △    29 129 109 

現金及び現金同等物の増減額(減少:△) △   1,245 △   1,869 △   2,041 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 14,104 16,134 16,134 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 20 － － 

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － － 11 

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 12,878 14,265 14,104 
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   中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

    １．連結の範囲および持分法の適用に関する事項 

     (1)連結子会社    ３２社（(株)大同キャスティングス、 フジオーゼックス(株)、(株)ダイドー電子、 

大同興業(株)、Daido Electronics(Thailand)Co.,Ltd. 、(株)大同ライフサービス、 

DAIDO PDM(THAILAND) CO.,LTD. 、大同アミスター(株)、日本鍛工(株)他） 

     (2)持分法適用関連会社 ８社（日本精線(株)、理研製鋼(株)、王子製鉄(株) 、東北特殊鋼(株)他） 

     (3)連結範囲および持分法の適用の異動状況 

        連結子会社（新規）１社 （株）ライフサポート 
 
 
    ２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

      DAIDO PDM(THAILAND) CO.,LTD.他７社の中間決算日は６月30日であり、中間連結決算日との差は３ヵ月 

以内であるため、当該連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を基礎として連結を行っております。 

      ただし、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
 
 
    ３．会計処理基準に関する事項 

     (1)重要な資産の評価基準および評価方法 

       ①有 価 証 券 

         その他有価証券 

          時価のあるもの………主として中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                    (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ 

り算定しております。) 

          時価のないもの………主として移動平均法による原価法 
なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（証券取引 
法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約 
に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持 
分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

       ②デリバティブ………………時価法 

       ③棚 卸 資 産………………主として総平均法による原価法 

     (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

       ①有形固定資産…当社および国内連結子会社は、定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建 

物（建物附属設備を除く）は定額法）によっております。 

               ただし、当社の知多工場、知多型鍛造工場、知多帯鋼工場、一部の国内連結子会社お 

よび在外連結子会社は定額法によっております。 

               なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

                  建物及び構築物   7～60年 

                  機械装置及び運搬具   3～17年 

        ②無形固定資産…定額法によっております。 

               なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基 

づいております。 
       ③長期前払費用…均等償却によっております。 
     (3)重要な引当金の計上基準 

       ①貸倒引当金 

         債権の貸倒による損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念 

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

       ②賞与引当金 

         従業員および兼務役員に支給する賞与に充てるため、主として支給対象期間に応じた支給見込額を 

計上しております。 

       ③退職給付引当金 

         従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額 

に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

         数理計算上の差異は、10年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費 

用処理しております。 

過去勤務債務は、10年による定額法により按分した額を費用処理しております。 
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     (4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

        外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理 

しております。 

               なお、在外子会社等の資産、負債、収益および費用は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算 

し、換算差額は少数株主持分および純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。 

     (5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

     (6)重要なヘッジ会計の方法 

       ①ヘッジ会計の方法 

        金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。 

       ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

        当中間連結会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

          ヘッジ手段…………金利スワップ 

          ヘッジ対象…………借入金 

       ③ヘッジ方針 

        金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

       ④ヘッジ有効性評価の方法 

        金利スワップについては特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。 

     (7)収益の計上基準 

        長期・大型の請負工事(工期１年超・請負金額５億円以上)については、工事進行基準を採用しており 

ます。 

     (8)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

       消費税等の会計処理 

        消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

        なお、仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産または流動負債「その他」に含めて 

表示しております。 

     (9)中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

①特別退職金に関する会計処理 

出向者の転籍に伴う特別退職金は、従来、平成18年３月までの期限付制度として特別損失にて計 

上しておりましたが、当該制度が期限の定めの無い制度として延長されることになったため、当中間 

連結会計期間より販売費及び一般管理費として計上する方法に変更いたしました。この変更により販 

売費及び一般管理費が842百万円増加し、営業利益および経常利益はそれぞれ同額減少しております。 

②貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

         当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 

５号 平成17年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」 

（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、179,255百万円であります。 

なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間連結財務諸 

表規則の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 

③投資事業組合に関する会計処理 

「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基 

準委員会 実務対応報告第20号 平成18年９月８日）が公表され、同日以後終了する中間連結会計 

期間に係る中間連結財務諸表から適用されたことに伴い、当中間連結会計期間から同実務対応報告を 

適用しております。 

     なお、これによる当中間連結会計期間における中間連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

 

    ４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

       中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出 

し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得 

日から3ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 



 16

     注記事項 
 
     （中間連結貸借対照表関係） 

 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末  前中間連結会計期間末

                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 
 １．有形固定資産の減価償却累計額 350,170 347,228  346,037 

 
 ２．有形固定資産から直接控除した 
  圧縮記帳額 

1,260 1,207  758 

 
     ３．担保資産および担保付債務 
       担保に供している資産の額 

預 金 1 1  7 
有 形 固 定 資 産 5,900 14,107  15,014 
投 資 有 価 証 券 2,130 2,365  1,391 

計 8,032 16,474  16,413 
 
       担保付債務 

短 期 借 入 金 2,052 1,210  5,758 
社 債 ( １ 年 内 含 む ) － －  850 
長 期 借 入 金 1,660 2,870  3,083 
そ の 他 3 4  3 

計 3,717 4,086  9,695 

 

        上記のほか、土地（投資その他の資産「その他」）102百万円を特別目的会社である有限会社タカクラ・ 

ファンディング・コーポレーション（以下借主）の借入金2,547百万円の担保に供しております。 

        借主が借入金返済の期限の利益を喪失した場合など、当社は同債務を借主に代わり、代位弁済すること 

       ができます。代位弁済しない場合には、貸主は上記担保提供資産の所有権を清算金(時価との差額)による 

       清算を伴って移転させることにより同債務を消滅させること(代物弁済)を予約する契約を締結しておりま 

       す。 

        また、借主の借入金7,955百万円(上記2,547百万円を含む)に対して、匿名組合出資金495百万円（「投 

資有価証券」）、その他（投資その他の資産「その他」）256百万円に質権が設定されております。 
 
     ４．偶発債務 

3,434 3,965  4,031 

(3,299) (3,695)  (3,626)

(1)保証債務 
 （ ）は連結会社負担分 
(2)手形債権流動化に伴う買戻し義務額 567 579  807 

      (3)有限会社タカクラ・ファンディング・コーポレーションに対して、同社の有する建物が天災地変により 

       滅失または毀損した場合、524百万円を累積限度とする追加出資義務（匿名組合契約）を負っております。 

(4)瑕疵担保責任 

平成18年１月に当社の連結子会社であった特殊発條興業㈱の当社保有全株式を日本発条㈱へ譲渡したこと 

に伴い、譲渡日以前の事象に起因する特殊発條興業㈱の製造物責任・土壌汚染等について、譲渡先に対し3,200 

百万円を上限とする瑕疵担保責任（譲渡日から最大10年間）を負担しております。 

譲渡に際しては、当社、特殊発條興業㈱および譲渡先の合意の下、充分な事前調査を行っており、現時点で 

は譲渡先および第三者に対して損失補償の負担が現実に発生する可能性は極めて低いと考えられます。 
 
     ５．期末日満期手形等の会計処理 
       当中間連結会計期間末日は、金融機関の休日でありますが、満期日に決済が行われたものとして処理して 

おります。 
当中間連結会計期間末残高から除かれている当中間連結会計期間末日満期手形等は、次のとおりであります。 

受取手形及び売掛金          12,028百万円 
支払手形及び買掛金           6,000 〃 
流動負債「その他」            182 〃 

なお、売掛金、買掛金、流動負債「その他」は、期日に現金で回収、もしくは支払いするものであります。 
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     （中間連結損益計算書関係） 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 

                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 
     販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

運 送 費 6,790 6,881  13,766 
給 与 手 当 及 び 福 利 費 10,050 9,765  21,877 
賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,788 2,338  2,676 
退 職 給 付 費 用 707 703  1,150 

     
     

 
     （中間連結株主資本等変動計算書関係） 
       

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
       

１．発行済株式の種類および総数に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（千株） 434,487 － － 434,487 

 
      ２．自己株式の種類および株式数に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（千株） 493 47 9 531 

       （変動事由の概要） 
          単元未満株式の買取りによる増加      47千株 
          単元未満株式の買増し請求による減少     9千株 
 
      ３．配当に関する事項 
      (1)配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日
定時株主総会 

普通株式 2,170 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

 
      (2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

決議 
株式の 
種類 

配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成18年10月30日 
取締役会 

普通株式 1,736 利益剰余金 4.00 平成18年９月30日 平成18年12月11日

 
 
 
     （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
      現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表 

      (連結貸借対照表)に掲記されている科目の金額との関係 
 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 

                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 
現 金 及 び 預 金 勘 定 13,697 14,983 14,823 
預入期間が3ヵ月を超える定期預金 △  819 △  718 △  719 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 12,878 14,265 14,104 

 



 18

  セ グ メ ン ト 情 報 
 

  １．事業の種類別セグメント情報 

 

   当中間連結会計期間（自平成１８年４月１日 至平成１８年９月３０日）             （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 

鋼 材 

電子・磁性

材 料

自動車部品･

産業機械部品
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙ 新 素 材

流 通 ･ 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 
計 

消去また

は全社
連  結

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  または振替高 

 

137,040 

14,504 

29,505

302

52,244

12,637

17,714

776

5,748

422

 

6,831 

4,202 

 

249,084 

32,847 

   －

( 32,847)

249,084

   －

計 151,545 29,808 64,881 18,491 6,170 11,034 281,931 ( 32,847) 249,084

  営  業  費  用 144,236 28,718 59,388 17,240 5,461 10,126 265,171 ( 32,818) 232,352

  営  業  利  益 7,308 1,090 5,493 1,251 709 907 16,760 △  28 16,731

 

 

   前中間連結会計期間（自平成１７年４月１日 至平成１７年９月３０日）             （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 

鋼 材 

電子・磁性

材 料

自動車部品･

産業機械部品
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙ 新 素 材

流 通 ･ 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 
計 

消去また

は全社
連  結

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  または振替高 

 

131,812 

12,179 

25,314

404

51,822

9,700

14,221

1,200

4,861

552

 

7,107 

4,802 

 

235,140 

28,839 

   －

( 28,839)

235,140

   －

計 143,991 25,719 61,523 15,422 5,414 11,910 263,980 ( 28,839) 235,140

  営  業  費  用 135,826 24,561 56,434 14,946 5,030 10,989 247,789 ( 28,840) 218,949

  営  業  利  益 8,164 1,157 5,088 475 383 920 16,190 0 16,191

 
 

   前連結会計年度（自平成１７年４月１日 至平成１８年３月３１日）               （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 

鋼 材 

電子・磁性

材 料

自動車部品･

産業機械部品
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙ 新 素 材

流 通 ･ 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 
計 

消去また

は全社
連  結

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  または振替高 

 

265,628 

24,846 

51,696

746

104,091

19,950

33,892

2,254

11,499

1,077

 

13,895 

9,637 

 

480,703 

58,512 

 

   －

( 58,512)

 

480,703

   －

計 290,474 52,442 124,041 36,147 12,576 23,533 539,216 ( 58,512) 480,703

  営  業  費  用 271,095 49,425 113,164 34,454 11,578 21,954 501,672 ( 58,511) 443,161

  営  業  利  益 19,379 3,016 10,877 1,693 997 1,579 37,543 △   1 37,542
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       (注) 1.事業区分の方法 
        当社企業グループの事業区分の方法は、事業内容別に６部門にセグメンテーションしております。 
 
      2.各区分に属する主要な事業内容 

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容 

特 殊 鋼 鋼 材

・自動車、産業機械および電気機械向け部品材料、建設用材料、溶接用材料 
・特殊鋼鋼材加工、流通 
・原材料販売 
・運輸、物流 

電 子 ・ 磁 性 材 料・高合金製品、電気・電子部品用材料、磁材製品（ＯＡ・ＦＡ用ﾓｰﾀｰ、自動車用ﾒｰﾀｰ・ 
 ｾﾝｻｰ、計測機器用部品等） 

 
 
 

自 動 車 部 品 ・
産 業 機 械 部 品

・型鍛造品、熱間精密鍛造品および鋼機製品（自動車、ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ向け部品等） 
・自由鍛造品（船舶・産業機械・電機・鉄鋼・化工機・石油掘削用部品、宇宙・航空機用
 部品等） 
・鋳鋼品（鉄道用ﾏﾝｶﾞﾝﾚｰﾙ、自動車・産業機械・電機・各種炉用部品、高級鋳鋼品等） 
・精密鋳造品（自動車・産業機械・電機・通信機器用部品、ﾁﾀﾝｺﾞﾙﾌﾍｯﾄﾞ等） 
・製材用帯鋸 
・ｴﾝｼﾞﾝﾊﾞﾙﾌﾞ 
・圧縮機器、油圧機器、工作機械部品 

 
エンジニアリング

・鉄鋼設備、各種工業炉ならびにその付帯設備、環境関連設備（排水・排ｶﾞｽ・廃棄物等の
処理設備）、工作機械等 

・機械設備の保守管理 

新 素 材・粉末製品、ﾁﾀﾝ材料製品、形状記憶合金等 
・開発製品 

 
流 通 ・ サ ー ビ ス

・ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社製品の販売、福利厚生ｻｰﾋﾞｽ、不動産・保険事業 
・ｺﾞﾙﾌ場経営 
・分析事業、ｿﾌﾄ外販事業 

 
 
 
  ２．所在地別セグメント情報 
 
     全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、開示を省略しております。 
 
 
  ３．海外売上高 
 
        当中間連結会計期間（自平成１８年４月１日 至平成１８年９月３０日）           （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高 7,581 21,916 2,960 32,458 
Ⅱ.連 結 売 上 高 － － － 249,084 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％
3.0 

％
8.8 

％ 
1.2 

％ 
13.0 

 
        前中間連結会計期間（自平成１７年４月１日 至平成１７年９月３０日）           （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高 6,603 21,079 1,629 29,312 
Ⅱ.連 結 売 上 高 － － － 235,140 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％
2.8 

％
9.0 

％ 
0.7 

％ 
12.5 

 
        前連結会計年度（自平成１７年４月１日 至平成１８年３月３１日）             （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高 14,324 43,314 3,875 61,514 
Ⅱ.連 結 売 上 高 － － － 480,703 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％
3.0 

％
9.0 

％ 
0.8 

％
12.8 

   （注）1.国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      2.各区分に属する主な国または地域 
       (1)北    米…………アメリカ、カナダ 
       (2)ア  ジ  ア…………台湾、韓国、タイ、マレーシア、中国ほか 
       (3)その他の地域…………イタリア、イギリス、ドイツほか 
      3.海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 
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     有価証券関係 
 
     当中間連結会計期間末（平成18年9月30日） 
 
     １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                            （単位：百万円） 

内   容 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

(1)株 式 12,786 39,753 26,966 

(2)債 券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 6 6 0 

(3)その他 － － － 

合     計 12,792 39,759 26,967 

 
 
     ２．時価評価されていない有価証券 
 
       その他有価証券 
                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

非 上 場 株 式 8,943 

 
 
 
     前中間連結会計期間末（平成17年9月30日） 
 
 
     １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                            （単位：百万円） 

内   容 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

(1)株 式 8,214 29,384 21,170 

(2)債 券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 6 6 0 

(3)その他 － － － 

合     計 8,220 29,390 21,170 

 
 
     ２．時価評価されていない有価証券 
 
       その他有価証券 
                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

①非 上 場 株 式 8,740 

②匿名組合出資金 495 

合     計 9,235 
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     前連結会計年度末（平成18年3月31日） 
 
     １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                            （単位：百万円） 

内   容 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 

(1)株 式 7,918 36,959 29,041 

(2)債 券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 6 6 0 

(3)その他 － － － 

合     計 7,924 36,966 29,041 

 
 
     ２．時価評価されていない有価証券 
 
       その他有価証券 
                                   （単位：百万円） 

内     容 連結貸借対照表計上額 

①非 上 場 株 式 8,882 

②匿名組合出資金 495 

合     計 9,377 

 
 

 
リース取引関係 

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
 
 
 

デリバティブ取引関係 
      ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
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１．当中間期のセグメント別売上高
（単位：百万円、％）

18年9月 （前中間期差）

中間期 増減額 増減率

特 殊 鋼 鋼 材 137,040 5,228 4.0

電 子 ・ 磁 性 材 料 29,505 4,191 16.6

自動車・産業機械部品 52,244 421 0.8

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 17,714 3,492 24.6

新 素 材 5,748 886 18.2

流 通 ・ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 6,831 -276 -3.9

計 249,084 13,944 5.9

２．要約連結損益計算書
（単位：百万円、％）

18年9月 （前中間期差）

中間期 増減額 増減率
売 上 高 249,084 13,944 5.9

営 業 利 益 16,731 540 3.3

営 業 外 収 益 2,663 -36 －

営 業 外 費 用 1,916 323 －

経 常 利 益 17,478 180 1.0

特 別 利 益 191 102 －

特 別 損 失 3 -1,508 －

税 引 前 純 利 益 17,665 1,790 －

法 人 税 等 6,355 1,162 －

少 数 株 主 利 益 1,187 131 －

当 期 純 利 益 10,122 496 5.2

３．１８年９月中間期の経常利益増減要因（前中間対比）
（単位：億円）

増益要因 金額 減益要因 金額
１．販売価格是正 　６３ １．販売数量減少 　２０
２．販売内容改善 　２４ ２．原材料等市況 　４２
３．コスト削減 　１１ ３．固定費の増加 　３１

４．営業外損益 　　３

計（ａ） 　９８ 計（ｂ） 　９６

差引（ａ）－（ｂ） 　　２

４．要約連結貸借対照表
（単位：百万円）

前期 当中間期 前期 当中間期
18年3月末 18年9月末 18年3月末 18年9月末

流動資産 237,141 244,402 7,260 負債 287,648 297,360 9,712

現 預 金 14,823 13,697 -1,125 営 業 債 務 77,278 82,430 5,152

営 業 債 権 120,752 123,240 2,488 有 利 子 負 債 152,387 162,752 10,365

棚 卸 資 産 92,316 98,088 5,771 繰 延 税 金 負 債 12,042 11,948 -93

そ の 他 9,249 9,375 125 そ の 他 45,940 40,229 -5,711

固定資産 239,674 249,449 9,774 純資産 189,167 196,490 7,322

有 形 固 定 資 産 153,209 157,139 3,929 株 主 資 本 152,589 160,271 7,682

無 形 固 定 資 産 908 928 20 評価・換算差額等 20,057 18,985 -1,072

投資その他の資産 85,556 91,380 5,824 小 数 株 主 持 分 16,520 17,233 712

476,816 493,851 17,034 476,816 493,851 17,034

増減

負債、純資産合計資産合計

増減科目 科目
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５．予想セグメント別売上高
（単位：百万円、％）

予想 （前期差）

19年3月期 増減額 増減率

特 殊 鋼 鋼 材 283,500 17,872 6.7

電 子 ・ 磁 性 材 料 62,400 10,704 20.7

自動車・産業機械部品 106,100 2,009 1.9

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 35,800 1,908 5.6

新 素 材 11,900 401 3.5

流 通 ・ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 13,300 -595 -4.3

計 513,000 32,297 6.7

６．業績予想
（単位：百万円、％）

予想 （前期差）

19年3月期 増減額 増減率
売 上 高 513,000 32,297 6.7

営 業 利 益 33,400 -4,142 -11.0

経 常 利 益 34,600 -4,766 -12.1

当 期 純 利 益 20,300 -896 -4.2

７．予想経常利益増減要因（前期対比）
（単位：億円）

増益要因 金額 減益要因 金額
１．販売価格是正 １５６ １．販売数量減少 　１４
２．販売内容改善 　５９ ２．原材料等市況 ２２７
３．コスト削減 　２３ ３．固定費の増加 　３８

４．営業外損益 　　７

計（ａ） ２３８ 計（ｂ） ２８６

差引（ａ）－（ｂ） －４８

８．設備投資額（計画ベース）および減価償却費

（単位：百万円）

中間期 通期 中間期 通期予想 中間期 通期

設 備 投 資 額 12,400 25,900 13,000 24,900 600 -1,000

減 価 償 却 費 7,841 16,067 7,970 16,100 129 33

前期（18年3月期） 当期（19年3月期） 増減額

（参考）業績の推移
（単位：百万円）

実績 予想

15年3月期 16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期
売 上 高 344,456 367,793 429,105 480,703 513,000

営 業 利 益 6,324 9,616 21,456 37,542 33,400

経 常 利 益 3,861 8,986 22,630 39,366 34,600

当 期 純 利 益 -10,378 4,201 11,385 21,196 20,300


